
　
２
０
１
９
年
に
ラ
グ
ビ
ー
ワ
ー
ル

ド
カ
ッ
プ
、
２
０
２
０
年
に
は
東
京

五
輪
が
開
か
れ
、
様
々
な
経
済
波
及

効
果
が
期
待
さ
れ
る
。
そ
う
し
た
こ

と
を
受
け
、
昨
年
11
月
、
研
究
部
会

　一般社団法人・静岡県中部未来懇話会の理事・運営委員・研究委員全体会が１月 31 日、
静岡市内のホテルで開かれた。当懇話会研究部会がまとめた 2018 年度年間調査研究テー
マ案「スポーツの祭典を活かした地域経済の活性化―持続可能な観光戦略をめざして」
を研究部会長の日詰一幸・静岡大人文社会科学部学部長が説明し承認された。

が
次
期
研
究
テ
ー
マ
案
に
つ
い
て
協

議
し
、
ス
ポ
ー
ツ
の
祭
典
を
活
か
し
、

県
中
部
地
域
の
経
済
活
性
化
を
目
的

に
持
続
可
能
な
観
光
戦
略
構
築
に
向

け
た
研
究
を
進
め
て
い
く
こ
と
を
決

め
た
。
そ
の
後
、
運
営
委
員
会
と
の

合
同
会
議
で
の
協
議
を
経
て
テ
ー
マ

案
を
固
め
た
。

　
趣
旨
説
明
で
日
詰
氏
は
テ
ー
マ
案

設
定
の
狙
い
に
つ
い
て
「
静
岡
県
で

も
エ
コ
パ
ス
タ
ジ
ア
ム
が
ラ
グ
ビ
ー
、

ペ
ロ
ド
ロ
ー
ム
が
自
転
車
の
競
技
会

場
に
決
定
し
て
い
る
。
世
界
か
ら
多

く
の
訪
日
客
を
迎
え
る
こ
と
に
な
る
」

と
期
待
を
込
め
た
。
そ
し
て
「
県
中

部
地
域
の
外
国
人
宿
泊
者
数
は
伊
豆

や
西
部
地
域
に
比
べ
て
割
合
が
低
い
。

ス
ポ
ー
ツ
の
祭
典
を
活
か
し
、
多
く

の
観
光
資
源
を
持
つ
中
部
地
域
で
観

光
に
焦
点
を
当
て
た
持
続
可
能
な
経

済
活
性
化
戦
略
を
構
築
す
る
こ
と
は

極
め
て
重
要
な
課
題
で
あ
り
、
稼
ぐ

観
光
を
め
ざ
し
て
研
究
を
進
め
て
い

き
た
い
」
と
説
明
し
た
。

　
具
体
的
に
は
基
調
講
演
と
パ
ネ
ル

討
論
に
よ
る
年
２
回
の
シ
ン
ポ
ジ
ウ

ム
を
開
催
す
る
。
第
１
回
シ
ン
ポ（
春

季
・
６
月
）
は
「
ス
ポ
ー
ツ
の
祭
典

を
活
か
し
た
観
光
の
素
地
づ
く
り
」

と
題
し
、
観
光
を
軸
と
し
た
活
性
化

を
め
ざ
す
に
あ
た
り
、
こ
の
地
域
に

不
足
し
て
い
る
も
の
を
探
り
、
そ
れ

を
克
服
す
る
た
め
に
ど
う
す
れ
ば
良

い
の
か
討
議
す
る
。

　
第
２
回
シ
ン
ポ
（
秋
季
・
10
月
）

で
は
、「
持
続
可
能
な
観
光
戦
略
の
モ

デ
ル
構
築
」
を
テ
ー
マ
に
ス
ポ
ー
ツ

の
祭
典
を
通
じ
た
観
光
戦
略
が
一
過

性
の
も
の
で
は
な
く
持
続
可
能
な
モ

デ
ル
に
高
め
て
い
く
た
め
の
方
策
と

同
時
に
、
中
部
地
域
に
お
け
る
産
官

学
の
マ
ル
チ
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
に

よ
る
プ
ラ
ッ
ト
ホ
ー
ム
構
築
に
向
け

て
検
討
す
る
。

　
こ
の
ほ
か
懇
話
会
事
務
局
が
、
中
部

地
域
経
営
会
議
が
取
り
組
ん
で
い
る

17
年
度
提
言
書
「
健
康
経
営
」
に
つ
い

て
報
告
し
た
。
こ
の
後
の
理
事
会
で
は

理
事
の
一
部
選
任
、運
営
委
員
、顧
問
、

研
究
委
員
の
一
部
変
更
な
ど
が
承
認

さ
れ
た
。
18
年
度
事
業
計
画
案
及
び

収
支
予
算
案
と
３
月
６
日
の
臨
時
社

員
総
会
開
催
な
ど
も
了
承
さ
れ
た
。

（
関
連
記
事
23
㌻
参
照
）

「
ス
ポ
ー
ツ
の
祭
典
活
か
し
観
光
戦
略
」

静岡県中部未来懇話会　理事・運営委員・研究委員全体会

18 年度年間テーマ案承認
　
18
年
度
年
間
調
査
研
究
テ
ー
マ
案
な
ど

に
つ
い
て
討
議
し
た
理
事
・
運
営
委
員
・

研
究
委
員
全
体
会
＝
静
岡
市
葵
区
の

ホ
テ
ル
ア
ソ
シ
ア
静
岡
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